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特集＞＞＞　建設施工の地球温暖化対策

建設 3団体の地球温暖化防止活動

小　池　勝　則

建設 3団体（㈳日本建設業団体連合会，㈳日本土木工業協会，㈳建築業協会）では，1996 年に建設業
界の環境方針ならびに目標を「建設業の環境自主行動計画」として策定・公表した。建設業界における地
球温暖化防止対策としては建物運用段階での CO2 削減が重要であるが，業界が直接管理できるものとし
て施工段階でのCO2 削減活動も重要視しており，定量的な削減目標を掲げて取り組んでいる。毎年 2,000
現場を上回るサンプリング調査により，CO2 排出量の算定や削減活動の実施状況をフォローしながら活動
を推進しているところであり，その取組み概要について報告する。
キーワード：CO2 排出量目標値，CO2 排出量調査，CO2 削減活動，省燃費運転，地球温暖化防止ツール

1．これまでの活動の経緯

上記の「環境自主行動計画」を策定後，1997 年に
建設 3 団体合同で地球温暖化防止対策ワーキンググ
ループを設置し，翌年 1998 年に建設業界としての
CO2 排出量削減目標値“2010 年度までに 1990 年度比
で施工高 1億円あたりの CO2 排出量原単位を 12％削
減”を設定した。1999 年からは CO2 削減活動実施率
調査，2001 年からは施工現場における CO2 排出量調
査を開始した。その後，現在に至るまで，地球温暖化
防止対策ワーキンググループは，建設 3団体会員企業
の施工現場における CO2 排出量の把握，省燃費研修
会の開催，温暖化防止活動の啓発などに継続して取り
組んでいる。

2． 建設施工段階における CO2排出量目標値
について

冒頭紹介したとおり建設 3団体の地球温暖化対策に
ついては，建設施工段階，運用段階の両面で取り組み
を進めているが，削減目標値は，自らが管理できると
いう観点で建設施工段階に限定している。削減目標の
指標については，CO2 排出総量とすると，生産活動の
規模（＝施工高）に大きな影響を受け削減活動の実態
が把握しにくいため，施工高 1億円あたりの原単位を
採用している。目標値については，建設現場の主要な
エネルギーである電力，灯油，軽油につき CO2 削減
活動項目を設け，各活動の実施に伴う CO2 削減効果

を推定し設定した。
2009 年に上記ワーキンググループが中心となり
CO2 排出量削減目標値の見直しに着手した。目標見
直しに至った理由として，1点目は調査参加会社数の
増大（2006 年 24 社⇒ 2008 年度 62 社），調査サンプ
ル現場数の増大（2006 年 1,066 現場⇒ 2008 年度 2,232
現場）による，CO2 排出量調査精度の向上（図─ 1）。
2点目に CO2 削減活動項目に新たに重機の省燃費運転
を追加し，活動の幅を広げたこと。3点目は土建比率
の影響を受けるとはいえ，目標値12％を5年連続（2004
年～2008年）で達成している実績（図─2）があること。
これらを勘案し，新しい目標値として“2012 年度ま
でに 1990 年度比で施工高 1億円あたりの CO2 排出量
原単位を 13％削減”を設定し，2010 年 4 月に「建設
業の環境自主行動計画第４版（改訂版）」として公表
した。

図─ 1　CO2 調査サンプル現場数推移表
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3． 建設施工現場における CO2排出量調査と
CO2削減活動調査について

2001 年より建設施工段階における CO2 排出量を定
量的に把握するため，建設 3団体会員の作業所におい
てサンプル調査を開始した（2000 年までは資源エネ
ルギー統計値を使用し建設業界全体エネルギー使用量
から推定）。調査対象範囲は建設施工現場とし，現場
内重機・車両，仮設機器，事務所内照明・冷暖房等の
ほか，建設廃棄物搬送車両，残土搬送車両を対象とし，
調査対象エネルギーは電力，灯油，軽油，重油である。
他業種との重複を避けるため，コンクリートミキサー
車（窯業対象），資材搬入車両（運送業対象）などは
除外し，ガソリン，燃料ガスについても，全体に占め
る割合が微小なので除外している。
具体的な調査方法としては，建設施工現場における
電力，灯油，軽油，重油の使用量をサンプリング調査
し，日本経団連から公表されるエネルギー別 CO2 排
出原単位を乗じて，施工高あたりの CO2 排出量を算
定している。
電力，灯油，重油は実際の使用量を計測。軽油につ
いては，調査を簡素化するため直接その使用量を計測
するのではなく，重機・車両の使用種別・台数・日数
を調査し，「建設機械等損料表」（㈳日本建設機械化協
会発行）の平均稼働時間，燃費により使用量を算定し
ている。これを削減活動実施率，残土搬出量，残土
搬送距離等の補助データにより補正し軽油起因のCO2
排出量を算定している。
2010 年 9 月に取りまとめた 2009 年度 CO2 排出原
単位（施工高 1億円あたり）は 1990 年度比 11.2％減
（2008 年 12.3％減）であった。土木・建築とも原単位
は改善されているが，業界平均値では悪化している理
由は，CO2 排出量原単位の大きい土木工事の比率が約

2.4％増加したことによる（土木比率　2008 年 34.0％
→ 2009 年 36.4％）。土木工事における CO2 排出原単
位は，建築工事におけるCO2 排出原単位の約 4倍（図
─ 3）であり，土木工事比率が全体のCO2 排出量原単
位の増減に大きく影響している。
また，CO2 排出量調査と同時に，作業所における
CO2 削減活動については，目標値達成のための具体的
な削減活動項目を設け，建設施工現場ごとにその実施
率を調査集計している（図─ 4）。
なお，2009 年度調査には建設 3 団体会員 60 社の
2,402 現場が参加した。

図─ 3　 2009 年度 CO2 排出量原単位比較
（　）は 2008 年度値

図─ 4　 CO2 削減活動と実施率（1990 年度初期値，2009 年度実績値，
2012 年度目標値）

図─ 2　CO2 削減率推移表

4．省燃費運転研修会について

建設施工現場で使用される最大のエネルギーは軽油
であり，2008 年度の調査実績では電力：約 17％，灯油：
約 1％，重油：13％に対し軽油：約 69％となっている
（図─ 5）。従って，「軽油」の使用量を削減することが，
建設施工段階における CO2 排出量削減のポイントと
なる。
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そのため，特に使用量の多い汎用重機・車両「トラッ
ク・ダンプ」，「油圧ショベル」，「ラフテレーンクレー
ン」について省燃費運転の普及促進活動を行っている
（写真─ 1～ 3）。
2002 年より計 26 回にわたり，「トラック・ダンプ」
を中心に省燃費運転研修会を実施している。実技研修
会の実施方法は，①地球温暖化に関する講義（座学），

②通常運転走行（実技第 1回目），③省燃費運転のポ
イント（座学），④省燃費運転走行（実技第 2回目），
⑤結果分析（実技第 1回通常運転と第 2回省燃費運転
の差をデータで示す）となり，技法指導や計測は車両
メーカーに協力をいただいている。これまでの実施結
果から「トラック・ダンプ」については平均約 25％
の改善効果が得られ，この省燃費運転活動は CO2 削
減に大きく寄与するとともに，燃料費節減にも大いに
貢献することが確認されている（図─ 6）。
これまでは「トラック・ダンプ」を中心に実施して
きたが，今後は，軽油使用割合が大きい「油圧ショベ
ル」，「ラフテレーンクレーン」に重点を移して省燃費
運転研修会を開催していきたいと考えている。ちなみ
に昨年度は四国の高速道路造成現場，今年度は北海道
のダム現場で，いずれも建設機械メーカーに協力いた
だき「油圧ショベル」の実技研修会を開催した。
また，建設業界内における省燃費運転の普及と研修
指導者の養成のため，より多くの担当者が受講できる
座学研修会も適宜開催し，行政，関連業界ともタイアッ
プしながら，省燃費運転の普及を推進しているところ
である。

図─ 5　建設現場のエネルギー別使用比率（2008 年度調査より）

写真─ 1　「トラック・ダンプ」省燃費運転研修会

写真─ 2　「油圧ショベル」省燃費運転研修会

写真─ 3　省燃費運転研修会（座学）

図─ 6　 省燃費運転研修会　燃費改善効果　：平均改善率：24.3％
※燃費削減効果を測定した実技研修 21回の結果データより
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5．地球温暖化防止活動用のツールについて

建設施工現場における CO2 削減活動を推進するた
め，広報・啓発用の地球温暖化防止ツールを用意して
いる。地球温暖化防止ツールはポスター，リーフレッ
ト，省燃費運転マニュアルの冊子・DVDなどで（図
─ 7），状況に応じた活用ができるようにしている。
特にリーフレットや省燃費運転マニュアル冊子は，建
設施工現場における新規入場者教育や省燃費運転研修
会の際に，従業員や協力会社社員を対象に配布し活用

できる内容としている。また，これらの資料は日建
連ホームページ内の「地球温暖化防止活動コンテン
ツ」（http://www.nikkenren.com/kankyou/ondanka/
index.html）からダウンロードや購入ができるように
している。
その中で，「絵で見る省燃費運転マニュアル」は省
燃費運転の励行を建設業界の主要削減活動として定着
させることをねらいとして 2002 年に発行した。現在，
発行から 8年が経過したので，現在，内容の見直しを
行っている。主な変更点は，新たに省燃費運転のポイ

図─ 7①　 絵で見る省燃費運転
マニュアル

②　省燃費運転マニュアルDVD ④　 ポスター「ストップ・ザ・CO2」③　 ポスター「省燃費運転で
地球温暖化防止」

図─ 7⑤　リーフレット「作業所でできる地球温暖化防止活動 !!」（トラック，油圧ショベル編）
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図─ 7⑥　リーフレット「作業所でできる地球温暖化防止活動 !!」（クレーン，重ダンプ編）

ントとして「クレーン編」を追加し，その他省燃費運
転のポイント・資料編データを全面的に最新の内容に
更新する予定。

6． 今後の建設施工段階における CO2排出量
削減について

今回ご紹介したとおり，建設施工段階におけるCO2
排出量削減活動は，地道かつ日常的な活動が中心であ
る。各施工現場において地球温暖化活動をより積極的
に取り組んでもらえるよう，モチベーション向上につ
ながる対策を検討していきたい。具体的には業界団体
による表彰制度の設置などを考えている。
また，今後，建設施工現場における新たな CO2 排

出量削減活動項目とし，「再生可能エネルギー（太陽
光発電，風力発電等）の導入・活用」，「ハイブリッド

化・電動化した建機の導入・活用」，「LED・メタル
ハライドランプなどの低消費電力機器の導入」などが
考えられる。現状では，各メニューとも建設施工現場
において標準的に導入・活用するためには，さまざま
な課題があるが，これらをクリアし，幅広く建設業界
内に普及できるよう，建設 3団体として検討を進めて
いきたい。
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